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　そして集団的労働法と就業者の関係も明らかにする必要がある。本稿で従来
型の規制対象決定方法を採用可能とした就業者については集団的労働法の適用
対象と重なる部分が多いと考えられるが、相違する部分と内容の詳細、前記の
範囲から外れる就業者に対する集団的労働法規制の可能性については今後の課
題としたい。
 ―はせがわ　さとし・専修大学法学部准教授―
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非雇用型役務提供者に対する個別的労働法の適用範囲〔長谷川　聡〕
